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○ 令和２年度における基礎的電気通信役務の提供

に係る経営効率化等の報告について（写） 
（東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社） 

 





② 市場環境の変化や競争の進展等が収支に及ぼした影響について

○ＮＴＴ東日本

加入電話 

（基本料） 

○ 収益について、携帯電話の普及に加え、光ＩＰ電話やアプリケーションサー

ビスなどの他事業者が提供するサービスとの競争が進展していること等に

伴い、契約数が減少しているため、対前年度で▲112億円。

○ 費用について、加入者回線コストの削減（▲53 億円）や設備利用部門コス

トの削減（▲49億円）を図ったこと等により、対前年度で▲121億円。

○ この結果、営業損益は 9億円改善。

加入電話 

（緊急通報） 

○ 施設保全費等の設備管理部門コストの減少（▲0.3億円）により、営業損益

は 0.3億円改善

一種公衆 

（市内通信） 

○ 公衆電話利用の減少に伴う収益の減少（▲1.4億円）があるものの、施設保

全等の設備管理部門コストの減少（▲1.5億円）により、営業損益は 0.1億

円改善

一種公衆 

（離島特例） 
○ 収益、費用ともに前年度から横ばい。

一種公衆 

（緊急通報） 
○ 収益、費用ともに前年度から横ばい。

○ＮＴＴ西日本

加入電話 

（基本料） 

○ 収益について、携帯電話の普及に加え、光ＩＰ電話やアプリケーションサー

ビスなどの他事業者が提供するサービスとの競争が進展していること等に

伴い、契約数が減少しているため、対前年度で▲125億円。

○ 費用について、加入者回線コストの削減（▲90 億円）や設備利用部門コス

トの削減（▲36億円）を図ったこと等により、対前年度で▲142億円。

○ この結果、営業損益は 16億円改善。

加入電話 

（緊急通報） 

○ 施設保全費等の設備管理部門コストの減少（▲0.1億円）により、営業損益

は 0.1億円改善。

一種公衆 

（市内通信） 

○ 公衆電話利用の減少に伴う収益の減少（▲0.3億円）により、施設保全等の

設備管理部門コストの減少（▲0.2億円）があるものの、営業損益は 0.1億

円悪化。

一種公衆 

（離島特例） 
○ 収益、費用ともに前年度から横ばい。

一種公衆 

（緊急通報） 
○ 収益、費用ともに前年度から横ばい。
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東経企営第２１－９８号
２０２１年８月３１日

２０２０年度における基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化等の報告について

総務省総合通信基盤局長

二 宮 清 治 殿

２０２０年度における基礎的電気通信役務の提供にあたり、弊社が実施した経営効率

化の実績について、別紙の通り報告いたします。

また、市場環境の変化や競争の進展等が基礎的電気通信役務収支に及ぼした影響につ

いて、別紙の通り報告いたします。

東日本電信電話株式会社

代 表 取 締 役 社 長

井 上 福 造
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２．市場環境の変化や競争の進展等が基礎的電気通信役務収支に及ぼした影響について

１．基礎的電気通信役務の提供にあたり実施した経営効率化の実績について

（１）加入電話・基本料

（２）加入電話・緊急通報

２０２０年度における基礎的電気通信役務の提供に係る設備利用部門の費用につ

いて、人員のスリム化や業務の集約・アウトソーシング等を実施するとともに、建

物等の資産のスリム化に取り組むことにより、２０１９年度末に提出した基礎的電

気通信役務の設備利用部門の費用に係る効率化計画で見込んだ効率化率（▲7％）を

上回る対前年度比▲8.2％の効率化を図っております。

２０２０年度における基礎的電気通信役務収支は、経営効率化に努めているとこ

ろ、携帯電話の普及に加え、光ＩＰ電話やアプリケーションサービス等の他事業者

が提供するサービスとの競争が進展していること等に伴い、以下の影響が生じてい

ると考えております。

収益について、携帯電話の普及に加え、光ＩＰ電話やアプリケーションサービ

ス等の他事業者が提供するサービスとの競争が進展していること等に伴い、契約

数が減少しているため、対前年度で▲112億円の減少となっています。

費用について、加入者回線コストの削減（▲53億円）や設備利用部門コストの

削減（▲49億円）を図ったこと等により、対前年度で▲121億円の減少となった

ことから、営業損益は9億円改善しています。

公衆電話利用の減少に伴う収益の減少（▲1.4億円）があるものの、施設保全

等の設備管理部門コストの減少（▲1.5億円）により、営業損益は0.1億円改善し

ています。

（３）第一種公衆電話・市内通信

収益、費用ともに前年度から横ばいとなっていることから、営業損益は横ばい

となっています。

（４）第一種公衆電話・離島特例通信

（５）第一種公衆電話・緊急通報

収益、費用ともに前年度から横ばいとなっていることから、営業損益は横ばい

となっています。

施設保全費等の設備管理部門コストの減少（▲0.3億円）により、営業損益は

0.3億円改善しています。

4





項 目 内 容

人員のスリム化

業務の集約

資産の活用・スリム化

その他

具体的な施策について

（参考）

年度末人員数

＜2006年度末＞

4.9万人
※1

※1 人員数はＮＴＴ東日本及びアウトソーシング会社等の合計
※2 2007年よりユニバーサルサービス基金制度稼動

＜内訳＞ 0.7万人NTT東日本本体

＜2020年度実績＞

※2

2.6万人

0.5万人

○遊休不動産の売却等による保有コストの削減

・建物スペースの有効活用のため、空きスペースの貸付を
推進。

○空きスペースの有効活用

・社宅等の集約、廃止及び売却により、保有コストの削減を
推進。

○その他物件費全般にわたる抑制

○＠ビリングの利用・隔月請求による料金請求コストの抑制

○Ｗｅｂ受付による受付稼働の効率化

・印刷用紙及び電気使用料の削減等

→

→

・拠点を集約し、費用の削減を図る。

○116業務

＜2006年度末＞ ＜2020年度末＞

拠点数 ： 43拠点 8拠点→

・拠点を集約し、費用の削減を図る。

○料金業務

＜2006年度末＞ ＜2020年度末＞

拠点数 ： 58拠点 9拠点→

※4

※4

※4 2007年よりユニバーサルサービス基金制度稼動

6















西 企 営 第 １ ２ １ 号
２０２１年８月３１日

２０２０年度における基礎的電気通信役務の提供に係る経営効率化等の報告について

総務省総合通信基盤局長

二 宮 清 治 殿

２０２０年度における基礎的電気通信役務の提供にあたり、弊社が実施した経営効率

化の実績について、別紙の通り報告いたします。

また、市場環境の変化や競争の進展等が基礎的電気通信役務収支に及ぼした影響につ

いて、別紙の通り報告いたします。

西日本電信電話株式会社

代 表 取 締 役 社 長

小 林 充 佳
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２．市場環境の変化や競争の進展等が基礎的電気通信役務収支に及ぼした影響について

１．基礎的電気通信役務の提供にあたり実施した経営効率化の実績について

（１）加入電話・基本料

（２）加入電話・緊急通報

公衆電話利用の減少に伴う収益の減少（▲0.3億円）により、施設保全等の設

備管理部門コストの減少（▲0.2億円）があるものの、営業損益は0.1億円悪化し

ています。

（３）第一種公衆電話・市内通信

（４）第一種公衆電話・離島特例通信

２０２０年度における基礎的電気通信役務の提供に係る設備利用部門の費用につ

いて、人員のスリム化や業務の集約・アウトソーシング等を実施するとともに、建

物等の資産のスリム化等に取り組むことにより、２０１９年度末に提出した基礎的

電気通信役務の設備利用部門の費用に係る効率化計画で見込んだ効率化率（▲7％）

を上回る対前年度比▲7.2％の効率化を図っております。

２０２０年度における基礎的電気通信役務収支は、経営効率化に努めているとこ

ろ、携帯電話の普及に加え、光ＩＰ電話やアプリケーションサービス等の他事業者

が提供するサービスとの競争が進展していること等に伴い、以下の影響が生じてい

ると考えております。

施設保全費等の設備管理部門コストの減少（▲0.1億円）により、営業損益は

0.1億円改善しています。

収益について、携帯電話の普及に加え、光ＩＰ電話やアプリケーションサービ

ス等の他事業者が提供するサービスとの競争が進展していること等に伴い、契約

数が減少しているため、対前年度で▲125億円の減少となっています。

費用について、加入者回線コストの削減（▲90億円）や設備利用部門コストの

削減（▲36億円）を図ったこと等により、対前年度で▲142億円の減少となった

ことから、営業損益は16億円改善しています。

（５）第一種公衆電話・緊急通報

収益、費用ともに前年度から横ばいとなっていることから、営業損益は横ばい

となっています。

収益、費用ともに前年度から横ばいとなっていることから、営業損益は横ばい

となっています。
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（参考）

具体的な施策について

項 目 内 容

人員のスリム化

業務の集約

資産の活用・スリム化

その他

年度末人員数
※1

※1 人員数はＮＴＴ西日本及びアウトソーシング会社等の合計
※2 2007年よりユニバーサルサービス基金制度稼動

＜内訳＞ NTT西日本本体

○遊休不動産の売却等による保有コストの削減

・建物スペースの有効活用のため、空きスペースの貸付を
推進。

○空きスペースの有効活用

・社宅等の集約、廃止及び売却により、保有コストの削減を
推進。

○その他物件費全般にわたる抑制

○Ｍｙビリングの利用・隔月請求による料金請求コストの抑制

・印刷用紙及び電気使用料の削減等

○Ｗｅｂ受付による受付稼働の効率化

＜2006実績＞

5.8万人

0.6万人

＜2020実績＞

※2

2.6万人

0.3万人

→

→

・拠点を集約し、費用の削減を図る。

○116業務

＜2006年度末＞ ＜2020年度末＞

拠点数 ： 36拠点 28拠点→

・拠点を集約し、費用の削減を図る。

○料金業務

＜2006年度末＞ ＜2020年度末＞

拠点数 ： 72拠点 27拠点→

※4

※4

※4 2007年よりユニバーサルサービス基金制度稼動
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